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1 はじめに
本書は、1965年にシンガポールがシンガポール共和国としてマレーシア連邦から独立する
前後におけるシンガポールの南洋大学（以下南大）の誕生から消滅の過程を政治と言語の関連
に焦点をあてて描き出している。シンガポールは多民族多言語社会であるが、特に著者は華人
を華語派華人と英語派華人との対立構図の中に位置づけている。その上で、各民族のアイデン
ティティや権力などの闘争の末に、英語教育が導入され、シンガポールが英語国家へ向ってい
ったこと、さらにその過程で、南大や各民族の言語が消滅に至る要因と南大のシンガポールに
おける位置づけとその意義などを時系列に沿って議論している。
では、シンガポールに類似した歴史背景を持ち、東南アジアの華人が多く住まう国や地域の
多言語多民族社会でも同様の出来事があったのだろうか。特に、評者の研究課題である多言語
多民族社会の台湾が約 400年の統治時代の各統治者の言語政策や使用言語が現代の台湾社会に
もたらした影響及び共生のあり方は、シンガポールと重なる部分があるのではないだろうか。
本稿ではこの仮定のもと両者の類似性と差異を検証しながら、評者の研究に活かし得る点や不
十分な点について議論の展開を試みる。
2 本書の構成
2.1 はじめに
まず、「はじめに」では、南大の 25年間の歴史を政治と言語による葛藤の視点から振り返る
ことが本書の研究目的であるとされている。その中では、華語派華人が人数では英語派華人に
勝りながらも、政治権力闘争に屈する過程を描いている。つまり、権力側から多民族多言語社
会の言語や文化をいかに政治的に管理するかということを政治と言語の歴史として捉え分析す
ることが本書の意義として述べられている。
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2.2 第 1章──マラヤ・シンガポールの華人社会と南大の創設
まず、第 1章では、イギリス植民地期1）のシンガポールに、当時、マラヤ（現在のマレーシ
ア半島）権力側の反対を受けながらも、華語派華人がその言語と文化を維持するためのシンボ
ルとして南洋大学（以下南大）が設立された経緯が考察される。シンガポールでは、19世紀
から華語学校が設立され始めた。そういった華語学校では、20世紀に入ると辛亥革命の影響
を受けて、中国の方言に代わって北京語が教育言語として使用されるようになった。しかし、
1941年にシンガポールの大富豪「タン・カーキー（陳嘉庚）が高等教育設立の準備を始めた
ものの、日本の東南アジア侵攻のために頓挫」（本書：25）した。そして、第二次世界大戦後、
シンガポール独立前の「シンガポールとマラヤのみならず広く東南アジア華人社会に呼び掛け
た募金」（本書：51）による南大創立への動きが見られた。
そして、特に著者は華人を華語派華人と英語派華人とに区分し、華語派華人と英語派華人の
間や彼らとイギリスとの対立構造、さらに南大創立の意図や目的に触れる。その上で、当初南大
創立に反対していたイギリスが結局は会社組織（有限公司）として大学創設を認めた要因に迫る。
この経緯から見て、著者が称する「権力に祝福されない大学」（本書：46）南大開学の目的
は、南大が「華語派華人の言語と文化維持のシンボル」（本書：181）だったからであると推測
している。
2.3 第 2章──学位承認と二つの報告書
第 2章では、南大評議会と南大評価委員会が提出した南大を学位承認不適合とする報告書に
ついて考察している。この対立は、南大創設者（中華総商会主席）であるタン・ラークサイ
（陳六使）とシンガポール建国の父リー・クアンユー（李光耀）との政治勢力の駆け引きであ
る。その材料として、南大において学位承認が利用される一方で政治闘争に巻き込まれる中、
学生たちが互いに助け合い学ぶ様が描かれている。
その姿はのちに「南大精神」（本書：176）と称された。一方で、南大創立の資金源は、主に
東南アジアの中華系移民らからの献金で賄われていた。また、当時の南大では、学位承認だけ
でなく、開学が急がれたため、新入生の授業は臨時校舎で行われ、学生宿舎や図書館などの生
活・勉学環境も劣悪な状況だった。その 2年後、漸くそれらの環境は整い始めたものの、その
ための膨大な費用は南大の財政を圧迫することとなった。その状況は、1970年代初頭「学位
承認され政府援助を恒常的に受けるようになる」（本書：63）まで続いた。しかしながら、そ
の消滅まで、シンガポール大学との環境や設備の差は歴然としたままだった。
2.4 第 3章──南大の改革と再編
第 3章では、植民地期のシンガポールが 1963年 8月 31日に宗主国イギリスから独立を宣言
───────────────
１）イギリス植民地時代は、ラッフルズによって植民地化された 1819年から日本に占領される 1942年の
初めまでの 122年である。なお、1945年 8月に日本が無条件降伏したあとにイギリスの植民地は復
活し、1963年にマレーシア連邦の一州として独立するまで続いた（岩崎 2013）。
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し、同年 9月 16日にマラヤ連邦やイギリス保護領の北ボルネオ（現在のサバ）及びサラワク
と合併し、1965年 8月 9日マレーシア連邦から追放され、シンガポール共和国として独立す
る歴史背景の中での華語教育が概説されている。
その中では、まず、イギリス留学から帰国した弁護士のリー・クアンユー率いるマレーシア
の政党人民行動党（People’s Action Party 以下 PAP 政府）2）が、1963年 6月 21日突然、同年 9
月 1日に総選挙を実施すると発表したことで、PAP 政府と社会主義戦線との闘争が起きた。
それだけでなくその闘争によって、政党と華語教育の南大との闘争の構図も生まれた。結局、
シンガポールがマレーシアから分離し、シンガポール共和国として独立した 1965年直後にな
って南大の存続を求める学生らの動きを封じ込めるため、シンガポール州政府により漸く南大
課程審査委員会報告書が公表された。しかし、その報告内容はシンガポールがマレーシアの一
州であることを前提に書かれているもので、「南大は華語大学でありつづける」（本書：118）
ことを政府保証と見せかけるものであった。南大当局が報告書の提案に従ったことで、政府は
南大再編に着手し、南大を政府の管轄下に置き、「1968年 5月、第 9回卒業式において教育相
は、これまでのすべての卒業生も含めて南大の学位を公式に承認すると発表した」（本書：
128）。
2.5 第 4章──南大の「消滅」と「英語国家」へと向かうシンガポール
第 4章では、シンガポール大学との合併によりの英語化教育と南大の「消滅」までの過程と
その背景や波紋を考察する。独立したシンガポール共和国においては、政府の二言語政策によ
り第一言語が英語となり、実質的な国語となった。これには、シンガポールが「独立によって
華人が圧倒的多数派となったために」（本書：126）、中国化することで近隣諸国との関係性が
悪化することを恐れるものだった。それによって、華語を普及抑制することが検討されたので
ある。
南大の「消滅」によってシンガポールの植民地期以来の華語派華人と英語派華人の対立構造
は、結果的に終焉を迎えた。しかし、本書は、シンガポールの華人の沈黙と、それと対照的な
マレーシア華人からの積極的な南大「消滅」への反対行動について、さらにはその意味にも言
及している。マレーシア華人にとっての南大の「消滅」は、単にマレーシアの華語独立中学校
の卒業生にとっての東南アジアで華語による高等教育が受けられる最大の進学先の消滅、とい
うことだけではなく、正に「精神的支柱」（本書：160）の消滅に等しいものであった。
2.6 第 5章──華語奨励運動と南大の復権
第 5章では、南大「消滅」と同時に政府が華語普及政策を開始し、華語派華人の間で一時的
に盛り上がり、挫折した復権運動について考察されている。
この華語普及政策は、華語派華人に復権を期待させるものであったため、南大「消滅」以前
───────────────
２）「PAP が政府であり、政府は PAP である。私はこのことに何の弁解もしない」Petir（人民行動党機
関紙），December 1982
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には沈黙していたシンガポールの華人が政府の予想を遥かに超える積極的反応を見せた。その
最大の要求は、南大の「消滅」後その跡地に設立された南洋理工大学の名称を南洋大学に復名
するということであった。しかし、これに対して政府がとった対応とは、南大と南洋理工大学
の関係者、卒業生、そして学生により決定されるという対応だった。これは、人数的に圧倒的
に少ない南大に不利な提案をするというものであった。それに加え、南大卒業生の中には最
早、南大とは全く異質の南洋理工大学に母校の名前を付けることに反対する意見もあり、一枚
岩とはいえず、同じ南大の卒業生同士の意思統一が成されていなかったことも挫折の要因とな
った。
2.7 おわりに
「おわりに」では、1992年から世界各地で開催されている国際同窓会において、南大が、
「美しい『神話』となって卒業生の心のなかに生き続け」（本書：186）ている様子に触れた。
そこから、華語派華人にとっての南大の存在意義について述べている。
3 本書の評価
3.1 シンガポールにおける華語教育の歴史研究意義
「『消滅』した南洋大学の 25年」という非常に衝撃的な副題の本書が出版され早 3年が過ぎ
た現在のシンガポールはビジネスの拠点として魅力ある国としてしばしば注目をあつめてい
る。しかし、シンガポールが今日こういった状況に至るまでの歴史については、必ずしも十分
に知られる機会があったとはいえず、ましてや本書のように南洋大学というひとつの華語大学
をめぐる政治と言語を軸に歴史を分析する試みは稀有であった。本書によって、シンガポール
の植民地支配からの脱却と多民族多言語国家としての共生に至るまでの道のりがより明確にな
ったといえるだろう。それゆえに、本書の研究はシンガポールが世界屈指のビジネス拠点に至
るまでの基盤を知ることもできる成果である。
本書は、それに加えて、他の多民族多言語国家が形成を考察するモデルケースとしても参考
に値する研究であることに評者は敬意を表したい。特に、著者は中国語による膨大な一次資料
を参照している。南大については、英語の文献が少ないことが理由で、国際的な研究が進んで
いない。それゆえに、本研究の成果は貴重なものであり、この成果が英語で紹介されることも
評者は期待している。
3.2 シンガポール華語大学研究の先駆者
また、本書は、「2010年度から 12年度の科学研究費補助助成金基盤研究（C）『南洋大学 25
年－シンガポールの国民国家建設と国民統合に果たした役割と意義』の成果」としてまとめた
ものである。本書の内容について研究及び調査した 2011年は、同年 4月に野党が総選挙で大
躍進し、シンガポール共和国の初代首相リー・クワンユーがその長きに渡る内閣顧問の職を退
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いたシンガポールにとってその歴史上大きな転換期でもある。だが、この時期であったからこ
そ、リー・クワンユー時代では開示されなかった或いは語られなかった過去、特にシンガポー
ルの華語派華人の華語大学について重く閉ざされた口が開かれることとなり、研究調査のタイ
ミングとしてふさわしかったといえるのではないか。
4 本書の課題
著者は、膨大な文献資料による細かな調査を行ってはいるものの、研究期間内にまとめ上げ
る必要性からか、それが本書に十分に反映されたともいいがたい。さらに言えば、全体を通じ
て歴史的陳述に留まり、新たな理論展開が見られない。そこで、評者は本書への評価として、
評者の研究対象地域である台湾と照らし合わせながら下記の 4点について議論したい。
4.1 シンガポール独立前後の教育政策の有無
本書は、華語派華人と英語派華人の対立構図を軸に議論されていることもあり、シンガポー
ルが独立する以前のイギリス植民地期・マラヤ連邦期・日本植民地期（昭南島時代）のシンガ
ポールの教育制度及び教育言語の有無に対する具体的な議論については、必ずしも十分とはい
えない。華語、タミル語、マレー語教育の消滅というだけではなく、教育政策が独立前後でど
のような変化を辿ったかも明記することは可能なはずである。本書のタイトルに「政治と言
語」と付けられているからには、華人だけではないシンガポールの言語政策や言語使用の歴史
もあってしかるべきだろう。それが、華語教育に如何に影響したかがより明確に記載されてい
るとシンガポールの中の華語の位置づけがさらに鮮明になるかと思われる。著者が本書の研究
調査を実施した時期の 1997年には既にシンガポール政府により、「国民教育」3）が導入されて
おり、愛国心の育成や人種や宗教を越えた国民の一体感を図る教育が始まっていた（中村
2009 : 93-96）。
また、マレー化政策の消滅が 1967年（本書：125）であると述べるにとどまらず、その政策
の開始がリー・クアンユー率いる人民行動党が総選挙で勝利をおさめた 1959年開始の第 1次
教育 5ヶ年計画からであったこと（大原 2000 : 73-75）や 1965年からの第 2次教育 5ヶ年計
画で二言語政策が開始したことの記述もあってしかるべきだろう（大原 2000 : 73-75）。
───────────────
３）国民教育：「教師の日」に、ゴー・チョクトン首相（現上級相）は全国 4,500名の教師に対して、3つ
の重要な教育「国民教育」「創造教育」「科学技術教育」を示した。（1996. 1）その後、国民教育は委
員期で具体化され、リー・シェロン副首相（現首相）によって、教育関係者や益子も関係者に明らか
にされた。（1997. 5. 17）その内容は、翌日、現地の新聞に大きく取り上げられ国民に全容が知らさ
れた。1997. 5. 18）ゴー首相は、先に『Singapore : Next Lap』（1991）で国民にしめしたことを具体
化し、学校教育の中で「国家と「社会を愛する人格の優れた国民を育てること」を打ち出したのであ
る。360を越える政府の学校に国民教育計画が示された。どの学校でも一定の枠組みの中で、国民教
育が実施される準備が整ったと言える。（黒田 2010 : 195-205）
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4.2 マーシャル総督の発言と対米関係
本書では、1955年シンガポール自治州初代主席大臣となった労働戦線民主党のユダヤ系華
人マーシャル（David Saul Marshall）総督が、「各民族のルーツを大切にすることは重要であ
る。華人、マレー人、インド人、イギリス人それぞれのアイデンティティがあって、その上に
シンガポール人アイデンティティがある」（本書：2）と述べたことを引用し、マーシャル総督
が南大設立の支援を行うことを重視していたことと論じている。だからといって、それが即ち
南大設立の支援と断言するのには無理があるのではないか。南洋大学設立準備委員会でマーシ
ャル総督がタンらとの面会後、南大設立を支援すると発言したことから著者はそのように受け
止めたのかもしれない。本書で、単にユダヤ系華人と記されているマーシャル総督は、単なる
ユダヤ系ではなく、イラク系ユダヤ人であることも重要だと評者は考える。なぜなら、彼ら
は、当時モザイク社会のような中東を追われ東南アジアに移住せざるを得ない状況だったから
だ。マーシャル総督もまた故郷喪失者であり、そのため多民族共生への理解があった可能性が
うかがえるからだ。
マーシャル総督の回想（日本経済新聞）では、当時のマレーシアやシンガポールの華人に浸
透する共産主義に対抗する姿勢も見受けられ、マーシャルの中の矛盾した側面が窺える。本書
では、南大創設の妨害工作のためにアメリカから資金援助がなされていたことがイギリスの資
料で明確になっている（本書：69）。だが、イギリスは、その資金をマーシャルにではなく、
1956年にマーシャル総督が辞任した後、その後任の英語派華人リン・ユーホック（林有福）
に提供されており、マーシャルの共産主義への対抗姿勢は簡単には断じ得ない。
さらに、当時のシンガポールの経済政策からもマーシャルの苦悩が見え隠れする。当時、ま
だ第 2次世界大戦終結後、間もない時期にもかかわらず、マーシャル総督は、シンガポールを
植民支配していた日本の東京銀行と三菱商事にシンガポールでの業務再開を認めたのは、1949
年に中華人民共和国の成立で中国共産党の台頭を恐れてのことだった（日本経済新聞）。その
当時両者の貿易はシンガポールが黒字で、その上、第二次世界大戦後米ソ冷戦時代や中華人民
共和国誕生で共産主義国家の排除も手伝って、両者の交易は急激に増加していた（Ow 2010 :
56）。
また、マーシャルが退いたシンガポール独立後も、アメリカとシンガポールとの経済関係は
継続している。その点も含めてのアメリカとシンガポールの交流について触れるとより説得力
が増すのではなかろうか。シンガポール独立前後のリー・クワンユー率いる人民行動党の敵
は、マラヤ共産党であった。シンガポールが華人国家となり当時既に共産主義となった中国の
影響を受けることで西側から敵対視されることも恐れた。実際、1966年 2月にはイギリス極
東軍がシンガポールから全面的に撤退することが発表され、シンガポール政府の対米政策にも
大きな変化があった。つまり、東アジアの国際秩序の維持には、アメリカによる安全保障体制
を構築する必要がある（リー 1993）と考えた。それでも、リー・クワンユーのアメリカに対
する牽制的な発言（リー 1993）は、独立したばかりのシンガポール自身の存続には同時期独
立を果たし既に国際的な発言力のあったアジアやアフリカ諸国からの後押しも必要であったた
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めだ。
4.3 シンガポールの母語の定義とシンガポールのアイデンティティ
本書中、シンガポールの教育言語やその政策について述べられる際、よく「母語」という言
葉を目にする。それは、一般的には人が最初に習得した言語、最も得意とする言語というよう
な意味で用いられる。しかし、現在のシンガポールでは「母語」とは、父親が話す言語をさす
（矢野 2014 : 67）が、本書ではそのような定義付けには言及しないまま、ただ単に「母語」と
記している。イギリス植民地期から現代に至るまでのその「母語」の定義についても詳細な説
明があると正確さが増しただろう。
「母語」の意味が明確になることで、各時期の政府のエスニック・アイデンティティへの関
心や重視の程度も浮き彫りになる。そのためにも第二次世界大戦前後の植民地期のイギリスや
日本の言語政策、そしてシンガポール独立後のシンガポール政府の言語政策についての記述が
本書にあれば、シンガポールをより大きな視点から分析できた可能性があるだろう。
実際、本書が南大を語る際にも本書のように、その設立から「消滅」までの出来事は、シン
ガポール内のエリート華語派華人とエリート英語派華人の関係を軸として述べられている。そ
のことによって、シンガポール国内に同時期に存在した多民族の姿や華人とのかかわりは十分
に論じられているとはいえない。確かに、シンガポールだけを見れば、その総人口に対する華
人の割合は独立当時約 75％が華語派華人（岡本 2011 : 116）と他の民族よりも遥かに多い。
しかし、そもそもマレー世界4）においてはその割合は少数派である。時の指導者たちもシンガ
ポールを華人国家ではなく、多民族国家と認識していたはずだ。そして、それがシンガポール
の独立後に多人種主義として国家の政策と明確に反映されていくこととなったと考えられるだ
ろう。この多人種主義の概念は、独立時のリー・クアンユーの記者会見での発言に見られるよ
うにマラヤ連邦からの分離独立以前より存在したものである。そして、国家の生き残りのため
にリー・クアンユーが目指したものとは、①「多人種」社会②秩序ある社会③国民意識を持つ
ことであるの 3点であった（Chan 1971 : 49-53）。また、急激な人口増加への対策として、
1961年に既に国家開発計画が実施されたものの、1965年の独立が転機となり、外貨資本や輸
出の増加を推進した。つまり、シンガポールの経済発展と国際化のためには、国際競争を勝ち
抜く教育水準の向上には英語化が必要不可欠であったことが指摘できる。また、母語教育や華
語を華人の共通語としたことも、民族を平等化し社会を安定させる意図があったと考えられ
る。但し、マレーシアへの配慮として、国語と国歌はマレー語のままとされた。
そして、教育制度として 1965年に二言語（英語と母語）教育が開始された。しかし、その
母語とは華人は華語、マレー人はマレー語、インド人はタミル語であった。さらには、英語に
関してはシンガポール的な英語「シングリッシュ」が日常化（大原 2002 : 66）し、華語に関
───────────────
４）インドネシア、マレーシア、ブルネイ、タイ南部、フィリピン南部で、これは島嶼部とほぼ重なる地
域で、マレー語という共通言語を持っており、広い意味で『マレー世界』と呼ばれている（田子内
2013）。
齋藤：多言語多民族社会シンガポールと台湾の共生のあり方 31
KG 社会学批評 第 7号 ［March 2018］
しても華人の出身地は福建、広州、潮州、上海など様々であるため、家庭内では方言を使用
し、そのことが華語習得の妨げとなっていた。そのため、政府は 1979年に「多講華語、少説
方言＝Speak Mandarin Campaign」、2000年に「Speak Good English Campaign」を開始し、でき
るだけ正しい英語や華語を身に付ける方針を定めた。
また、リー・クアンユー自身は華人とはいえ、実際には華語はほとんど話せない中華系移民
4世の客家人であり、母語はマレー語で家庭では英語を使用していたことと、その出自は海峡
華人（プラナカン）5）だったということにも触れる必要があるだろう。1867年マラッカ海峡に
イギリスによる海峡植民地が成立し、帰化法令も施行され、そこに住まう者には、英国国籍保
持者と外国籍保持者の権利に差異を設け、その上例え英国国籍保持者を出生と帰化の二種類に
区別し、後者を外国保持者と同様に扱う法律が存在した。それが、「追放令（Banishment Ordi-
nance）」で、その後 1899年にこの法令が改正され、出生による英国臣民が追放を命ぜられて
も裁判所での再審は不可となった（篠崎 2001 : 85）。このような状況で海峡華人らは不安定な
身分に危機感を持ったことでシンガポール独立にも繋がったとも考えられる。
4.4 南大の存在意義
南大創設の経緯を、建国の父リー・クワンユーと創設の中心人物である創設者のタン・ラー
クサイとの政財界の対立構図から分析している点は、本書の特筆すべき点でそれまでにない斬
新な切り口である。タン・ラークサイは財閥でありながら、モノリンガルで学歴も乏しい人物
で、それとは異なるバイリンガルで高学歴なリー・クワンユーは確かに対照的であった。だ
が、本書ではタン・ラークサイの生い立ちから南大創設に至る背景について詳細に述べられて
いるが、実際にタンがそれほどまでに華語大学としての南大創設に拘ったのは、彼の財界にお
ける他者との比較からなる卑屈さをエネルギーに変えた意欲とも考えられるのではなかろう
か。例えば、人口比率から見てみると、まず 1931年当時のシンガポールの総人口が約 55万 6
千人で内、中華系（華僑・華人）約 75％、マレー人 12％、インド 9％であった一方、2011年
当時には、総人口が約 378万人で内、中華系（華僑・華人）約 75％、マレー人 14％、インド
9％であったので、比率から見てさほど変動はない（本書：23）。シンガポールで華語派華人
がシンガポール共和国総人口の約 75％を占めていたとしても、その一般市民が果たしてどれ
ほどまで南大創設を望んだのかは不明で、一部のエリートや裕福な家庭の子息が必要としたの
かも知れない。本書を読むとシンガポールの華語派華人の大多数が南大の創設や存続を望んだ
かのように感じるが、それがどれほど妥当か更にもう一歩踏み込んだ議論も必要ではなかろう
か。シンガポールの教育省レポートによれば、70年代当時に二言語政策の影響もあり、小・
中学校の平均中退率が各々 29％・36％に上り、高校進学率においては 14％という低い数値に
留まっていたという報告もある（シム 2007）。この数値から見ても、大学進学までに辿り着い
たのは非常に限られた者だったかのように推察できる。
───────────────
５）シンガポール、マレーシアにおいては基本的に、15世紀以来マラッカ、その後ペナンやシンガポー
ルで西洋人との交易に従事してきた華人とマレー人との間に生まれた子孫を指す（奥村 2009 : 40）。
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また、本書では、南大を「権力に祝福されない大学（本書：46）」とするなど著者が華語派
華人の立場に立って議論している傾向が強く、南大の「消滅」が、まるで当時のシンガポール
政府やイギリス、アメリカの企てにより「消滅」させられたかのようなニュアンスが強く、華
語派華人によって美化された「『神話』となった南大」をそのまま受け止めているようだ。し
かし、実際には南大自体の創設時から続く財政難で、校舎や施設などの教育環境といったハー
ド面だけでなく、ソフト面であるカリキュラム自体に使用言語以上の魅力があったともいいが
たいため、「自然消滅」も時間の問題であったかといえるかもしれない。
5 台湾における使用言語の現状とアイデンティティの多様化
5.1 1945年以降の台湾における使用言語状況と評者の研究課題
では、評者の研究対象地域である台湾と、このシンガポールとの現状について比較してみよ
う。台湾はシンガポール同様、被統治の歴史があり、1624年のオランダ統治時代から現代の
国民党政権に至るまでの異なる統治者に約 400年統治されてきた。しかし、第二次世界大戦終
結後、まず 1945年 11月 1日より翌年 4月 30日まで国民政府が「台湾接管計画要綱」6）に基づ
き教育改革を実施し、1950年に「台湾省国語推進委員会」が組織され、台湾での「国語」以
外の言語使用に対する規制が厳しさを増して行った。その後、1967年「九年国民教育実施条
例」7）が公布された。これは、シンガポールの独立とほぼ同時期の 1968年に国民政府8）の台湾
で明確に教育制度が施行され、台湾からの日本教育の一掃を図ったものであった（山﨑
2001 : 52）。そして、日本統治時代の教育言語であった日本語に取って代わったのが「国語」
であった。ちなみに、この「国語」とは 1923年に中華民国教育部国語統一籌備会第五回会議
で決定された北方官話の口語文語法と北京語の語音に基づいたものである。第二次世界大戦後
台湾で用いられてから台湾の方言の影響も受け、中国大陸の中国語とは、字体以外に用語や語
法に差異が生じている。
これ以降、1985年には、国民政府が更に厳しい「語文法」が公布された。このことにより、
───────────────
６）皇民化の教育を一掃し『祖国化』教育をそれに代え、三民主義を実施し中華民族文化を回復し、日本
の植民地教育体制に中国の教育制度に基づき調整を加えの理想を達成することをその方針とした。
（山﨑 2001 : 52）
７）台湾では、6-3-3制の学校教育制度が採られている。義務教育は 6～15歳の 9年間で、6年間の国民
小学と 3年間の国民中学からなり、九年国民教育と呼ばれている。九年国民教育が開始されたのは、
1968年のことである。1967年 6月、当時の蒋介石総統によって義務教育の年限を 6年から 9年に延
長することが宣言されると、同年 8月には行政院令（政令）として「九年国民教育実施綱要」が、翌
年 1月には総統令（大統領令）として「九年国民教育実施条例」が公布され、約 1年 3か月という短
い準備期間で、1968年から九年国民教育が実施に移された（台湾の学年度は 9月始まり）。（2017年
9月 9日取得、文科省ホームページ http : //www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/015/siryo/
05120501/008/006.htm）
８）中国国民党の指導下に組織された政府。正式には中華民国国民政府。1925年広東に樹立。北伐の途
中、南京政府と武漢政府に分裂したが、蔣介石のもとに統一された。1949年、内戦に敗れて台湾に
逃れた。
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公務、公開講演、規定された会議、公共の場での 3名以上の会話、学校教育、大衆メディアな
どでは、標準的な「国語」を使用しなければならないという状況にまで至った。しかし、国民
政府がそこまでしても、一般市民は公共圏以外では日常的に自らの言語を使用していたため、
国民政府が望んだ①日本語の撲滅、②国民政府の唯一国語への尊重、③母語の禁止を主軸とし
た「国語」での統制は困難を極めた（李雄揮 2004）。
そして、1987年に台湾の戒厳令は解除され、テレビ・ラジオでの閩南語や客家語の放送も
再開し、新聞社・出版者・テレビ・ラジオ放送局・ケーブルテレビ・地下放送等、あらゆるマ
スメディアが急増し、それぞれの方言による放送を通じて、アイデンティティを主張し始めた
（何貽謀 2002）。
このような現代の台湾に見られる各民族のアイデンティティの表現や言語使用について、特
にシンガポールとは異なる状況として、台湾特有の中国語方言と 16少数民族の各言語と文化
が混淆しながら共生しているあり方に関してフィールド調査を通して見出し、解明することを
主な目的としている。
5.2 象徴的な対象に焦点を当てた既存研究構図からの脱却
本書から評者の研究に活かし得る優れた点を見出すとすると、次の 2点が挙げられる。まず
1点目は、研究対象の選択である。南大というこれまで取り上げられることのなかった象徴的
な対象に焦点を当て、政治利用されたかのような大学の存在を通して多言語多民族社会の言語
政策のあり方を歴史と共に分析したことが優れている。
次に 2点目は、歴史資料に基づく調査を実施していることである。先行研究以外にも、当時
の華字・英字新聞、南大同窓会記念誌、回顧録、さらには公文書や関係者へのインタビュー資
料などの一次資料を用いての再調査をおこなっていることが優れている。
本書の研究が実施されるまで、南大を研究対象とすることも稀有であった。しかし、その南
大を研究対象としただけでなく、膨大な一次資料を用いて、シンガポールの言語政策を歴史に
沿って分析した本書の視点は、非常に優れた点だといえよう。評者も、極力台湾の一次資料を
用いているが、本書の研究時期同様、政権交代により現在の台湾もこれまで封印されていた資
料が開示され始めたため、絶好の機会でもあるともいえる。また、研究のアプローチとしての
価値は、ビジネス拠点と変貌したポストコロニアル国家の成功事例としてシンガポールを見る
のではなく、南大という「華語」の象徴的な研究対象を通して、それを管理支配する政府とア
イデンティティを死守する側との攻防を描きながら、言語政策を分析している点にある。これ
は、シンガポール以外の多言語多民族社会が言語を軸に共同体として共生するために、多様な
社会を管理する側の政府が留意すべき点を示唆しているともいえる。つまり、台湾社会の言語
と民族の共生を分析する際にも支配される側の市民の目線で、政府や他の民族を見た場合に、
その捉え方の差異もより明確に見出せるかもしれない。それによって、既に刷り込まれた既存
のイメージから脱却可能となる。さらに、政府が捉える社会の課題と各々の民族の抱える課題
との差異も見出せるのではないかと期待している。
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5.3 台湾の新たなアイデンティティの存在
シンガポールの民族のカテゴリーは中華系、マレー系、インド系となっていて、各々の言語
も異なっており、どの民族にも平等で、なおかつ経済の国際的競争力を持たせるための共通語
として英語が使用されている。これに対して、台湾はシンガポール同様多民族社会だが、中国
語の範疇での方言の差異と全く異なる民族による言語の差異によるによるカテゴリーが混在し
た「四大族群（エスニック・グループ）」（王 2003）9）の解釈が近年まで主流となっていた。し
かし、ここにきて、台湾では新たなカテゴリーとして新住民（＝新移民）の存在が明確になっ
てきている。新住民（＝新移民）とは、国際結婚、大陸からの移民、インドネシア・フィリピ
ンからの家政婦やベトナム女性と台湾農村男性との婚姻などのことをさす。1999年 5月には
「入出国及移民法」台湾の移民受け入れの法整備も始まり、永久居留権利も認められるように
なった。こういった政策には、台湾政府の国際化の意図もあり、1998年には労働家政婦・介
護従事者への労働基準法の適応も開始された。これに先んじて、台湾では 1987年の台湾の戒
厳令解除以降、語学の必修科目として「国語」と「英語」以外に母語教育を本土言語教育（郷
土教育からの名称変更）として実施する動きが起こった。それにより、1990年より母語とそ
の伝統の復興運動が始まる中で母語や本土教育といった動きが起こり始めた10）。しかし、その
母語の種類の選択肢は「閩南語、客家語、原住民諸語」である。台湾でもシンガポール同様本
来の自分自身の母語ではない言語を選択せざるを得ない状況が生じている。それに加え、先住
民の母語については、開始当初より今に至るまでその使用言語の実態への理解が不十分なまま
である。それゆえに、特に教師、教材そしてカリキュラムなどが整っていない状況で授業を受
けざるを得ない生徒にとっては、効果的な授業ができているとはいいがたい（中野 2009 :
130）。
このような状況にもかかわらず、台湾では、既に新住民（＝新移民）の二世の時代に入って
いる。そういった中で、彼らに本土言語授業で自らの母語でない「閩南語、客家語、原住民諸
語」から一科目選択せざるを得ない状況が続いていた。しかし、2016年 12月 9日教育部国民
及学前教育署は、2017年 8月より翌 2018年 1月まで、まずは小学校で「閩南語、客家語、原
───────────────
９）「四大族群（エスニック・グループ）（王甫昌 2003 : 151-157）」
第 1グループ→外省人：蒋介石率いる国民党と共に台湾に移住した者→母語＝ほぼ北京語以外の各
種方言
第 2グループ→本省人（福䆎人）：オランダ統治期福建省南部から台湾への移住者→母語＝閩南語
第 3グループ→客家人：オランダ統治期に広東省北部から台湾に移住した者→母語＝客家語
第 4グループ→原住民族（先住民）：オランダ統治以前から居住していた 16種族→母語＝各原住民
族言語
１０）まず、1990年 9月、初めて母語教育が台北県烏来国民小、中学校でその原住民のタイヤル族の学生
に対して週 2時間開始された（鄧運林 1995 : 7-37）。その後、母語教育は正式に教育の一環として学
校教育に取り入れられ、「國民小學課程標準」として「郷土教育」に組み込まれた。それが、実施さ
れたのは 1996年度新学期からで、小学 3～6年が対象で毎週 1コマ（40分）「郷土教學活動」の履修
が規定され、次いで 1997年度新学期からは「國民中学課程標準」に基づいて、中学 1年から週 1コ
マの「郷土藝術活動」と週 3コマの「認識臺灣」（歴史、地理、社会）の履修が規定されるようにな
った（張建成 2000 : 45-61）。
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住民諸語、新住民語」の中から一科目の選択が試行段階に入り、児童の希望があれば 2019年
度より実施すると発表した。この新住民語とは、ベトナム、タイ、インドネシア、マレーシ
ア、ミャンマー、カンボジア、そしてフィリピン各々の公用語をさす。
つまり、台湾の言語政策においては、現在に至るまでシンガポール的な二言語政策を採用し
なかった。それゆえに、台湾では、国際化を目指す上で公用語を「国語」と「英語」のどちら
かにするか、という議論はなされて来なかった。その代り、台湾は既存の民族とその方言や言
語の枠を拡大することで、母語教育を約 20年間で急激に進化させたのである。
この台湾の母語教育は、シンガポールの母語教育の概念では捉えきれない状況になっている
といえるだろう。本土言語教育においては、それぞれの小学校で必須科目化と中学校で選択科
目化そして高校での自由選択可として母語教育を取り入れることであり、新住民（＝新移民）
の増加が相まって、台湾特有の言語と文化の本土化は急展開を迎えたのである。また、2003
年 2月教育部国語推行委員会第 13次全体委員会議討論で台湾政府が提起した「言語平等法」
草案においては、「国語」11）から「華語」というような言葉の利用に変更がなされた。さらに同
年 9月に「国家言語発展法」が行政院文化建設委員会によって新たに提案されたことで、台湾
における「国語」以外のエスニック・グループの言語の扱いが開始された。結局、その中でそ
れまで対外的には使用していた「華語」が「国語」という名称に取って代わったことで、「華
語」は、台湾国内においても賛否はあるものの、中国語を表す言葉となったのである。また、
この台湾の「華語」がシンガポールの「華語」と同じものをさすわけではなく、その定義は明
確ではない。
ここで、特に注目すべきは「言語平等法」は教育部国語推行委員会によるものであったが、
「国家言語発展法」は行政院文化建設委員会が提起したということである。つまり、この時点
で、台湾の言語の扱いが、教育部の「国語」を前提とした計画ではなく、言語を文化の枠の中
に位置づけ、「国語」ではなく「国家言語」として「国語」と「国語」以外の台湾における各
エスニック・グループの自然言語が平等に扱われることとなったといえよう。
結局、その閩南語、客家語及び先住民の各々の言語、つまり、台湾の「族群（エスニック・
グループ）」やその地方で使用される自然言語を国家言語とする法案「国家語言発展法草案」
は未だ立法院を未通過のままであるが、それに先んじて 2017年 5月 26日に 16の先住民が使
───────────────
１１）「台湾の中国語」を形容する名称の定義例：
1．「北京語」の混成語（pidgin）：中華民国が台湾に遷都した当初、当時の外省人と本省人が共通で
使おう試みた北京語
2．「国語」：台湾の教育部が公布し定めたのが、北京語に基づいて標準語とした言語→（Standard
Mandarin）
3．「台湾華語」：台湾で日常的に使用されている「華語」（Mandarin）→Taiwan Mandarin クレオール
言語（creole language）の定義に当て嵌まる言語
4．「台湾国語」：「台湾華語」を台湾訛りが酷い言語→Taiwanese Mandarin または、Mandarin with a
heavy Taiwanese accent。但し、「台湾国語」は完全に独立した言語ではなく、言語習得上の仲介
語（interlanguage）と言われている。
＊「華語」＝世界各地で中華系の人々が使用している共通の言語（Mandarin）（何 2009 : 377）
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用する言語が、初めて法律上国家言語と定められた。ここで留意すべきは、その「国家言語」
は、もはや台湾の言語を代表する国語や公用語という意味ではないということだ。
6 結論
以上のように、台湾社会では、従来のローカリズムの「国語派」とグローバリズムの「華語
派」が、シンガポールの華語派華人と英語派華人の二項対立構造のような様相を見せている。
その一方で、台湾政府が母語教育を新住民（＝新移民）の母語を新たに加えた本土言語教育に
変えたことで、本土言語は既存の台湾の母語だけを指すのではなく、台湾以外の 7カ国の母語
も含めての母語教育に変容させているといえるだろう。
そして、台湾の蔡英文総統率いる民進党政権は、新たな本土言語教育に連動するかのよう
に、2016年 9月に施行された「新南向政策」により、台湾はアセアン諸国と南アジア、オー
ストラリア、ニュージーランドなどの 18カ国とのさらなる⑴経済貿易協力、⑵人材交流、⑶
資源の交流、⑷地域の連携を経済関係促進の主軸を定めた。つまり、台湾は特に東南アジアか
ら移民を受け入れるだけでなく、対外的に経済かつ人的交流を促進しているのだ。台湾の枠を
越え国際化の範囲で台湾を含めた広い視野で共同体として構築しようとしているかのように評
者にはおもわれる。そして、2017年 9月、蔡英文総統は「中華民国 106年（ヒジュラ歴 1438
年）ムスリム聖地巡礼団」による表敬訪問を受けた際、ムスリム（イスラム教徒）が台湾にと
って重要なパートナーであり、「新南向政策」に必要不可欠な力だと指摘した。このように、
台湾は現在進行形で新たな政治・経済共同体を構築している。これにより、従来認識してきた
多言語多民族社会の国家やアイデンティティ、あるいはその言語や教育政策などの概念では対
応できない状況となっている。台湾政府は、台湾社会を言語のコミュニケーションスタイル面
からローコンテクスト文化に変化させることで国際化を目指しているように評者には思われ
る。
2018年に新たな本土言語教育が試行されて以降の台湾が如何なる変化を遂げるのか。この
ことについて、評者は新たな概念と理論を用いて、今後とも読み解いて行きたい。
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